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○はじめに 
本報告書は、令和６年度「保健医療大学の機能強化に向けた調査検討事業」の委託事業者

（一般財団法人日本開発構想研究所）が実施した調査検討内容等について、県が設置した「保
健医療大学の機能強化に向けた調査検討会議」（座長：中村丁次 公立大学法人神奈川県立保
健福祉大学 名誉学長（公益社団法人日本栄養士会代表理事会長））において協議を行い、取り
まとめたものである。 

 
【保健医療大学の機能強化に向けた調査検討会議 委員名簿】 

所属 職 氏名 備考 
公立大学法人神奈川県立保健福祉大学 
（公益社団法人日本栄養士会） 

名誉学長 
（代表理事会長） 

中村 丁次 座長 

公益社団法人千葉県医師会 会長 入江 康文 副座長 
一般社団法人千葉県歯科医師会 会長 大河原 伸浩  
公益社団法人千葉県看護協会 会長 増渕 美恵子  
公益社団法人千葉県栄養士会 会長 杉﨑 幸子  
一般社団法人千葉県歯科衛生士会 会長 髙澤 みどり  
一般社団法人千葉県理学療法士会 
（千葉県理学療法士・作業療法士・言
語聴覚士連携推進会議） 

会長 
（副会長） 

田中 康之  

学校法人佐野学園神田外語大学 学長 宮内 孝久  
株式会社ちばぎん総合研究所 代表取締役社長 前田 栄治  
公認会計士・税理士小栗事務所 所長 小栗 一徳  

成田市 
福祉部障がい者福祉課 
心の健康支援係長 

前田 由希子  

独立行政法人労働者健康安全機構 
千葉労災病院 

中央リハビリテーショ
ン部 作業療法士 

上山 雅史  

千葉県立保健医療大学 学長 龍野 一郎  
千葉県立保健医療大学 健康科学部 学部長 佐藤 紀子  

 
【会議開催スケジュール及び主な協議事項】 
 令和６年 ９月１０日  第１回会議（保医大が養成すべき人材像について） 

令和６年１１月１１日  第２回会議（教育内容と必要な組織等について） 
令和７年 １月２２日  第３回会議（立地及び施設・設備、運営主体について） 
令和７年 ３月 ４日   第４回会議（機能強化の進め方について） 
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【調査目的】 
千葉県では、保健医療に関わる優れた専門的知識及び技術を教授研究し、高い倫理観と

豊かな人間性を備え、地域社会に貢献し、保健医療の国際化に対応できる人材を育成する
とともに、研究成果を地域に還元することにより、県民の保健医療の向上に寄与すること
を目的として、千葉県立保健医療大学（以下「保医大」という。）を平成 21 年４月に開学
した。 

保医大では、これまで多くの保健医療関係従事者を県内に輩出してきているが、昨今の
保健医療を取り巻く環境変化に対応した人材育成や、施設・設備の老朽化への対応が急務
となっている。 

本調査は、今後も保医大が本県の保健医療の向上に貢献し続けるために、将来を見据え
た機能強化に向けた調査検討を行い、もって今後のあり方検討の基礎資料を得ることを目
的とする。 

  


